
令和４年４月１日以後開始事業年度等分 

 内国法人（グループ通算制度適用）用 

 

【No.56】時価評価除外法人に該当する場合（支配関係

５年継続要件及びみなし共同事業要件のいずれも満

たさない場合に限ります。）で次に該当するときには、

それぞれ次の記載をしていますか。 

⑴ 当事業年度が多額の償却費の額が生ずる事業年

度である場合 12 欄の記載 

 （13 欄及び 14 欄の記載は不要です。） 

⑵ 当事業年度の適用期間において特定資産譲渡等

損失額が生ずる場合 14 欄の記載 

【№４】当事業年度に適用される

別表を使用していますか。 


